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福島第１原子力発電所事故関連対応
（核不拡散関連）

• 破損燃料等の核物質管理技術・手法の検討
福島第一発電所内に大量の核物質が位置・形状を変えた
形で残留している。今後、事業者、国、IAEA間でなされるべ
き対応に資するため、過去の原子力事故における対処事
例を調査分析するとともに、今回のケースについて核物質
管理技術的の検討を行う。

• 地球規模での放射性核種拡散挙動評価
福島第一発電所を起源とする地球規模での放射性核種の
大気中拡散挙動の世界的規模での影響評価に資するため
に、高分解能γ線スペクトル・希ガス用β－γ同時計数ス
ペクトル実測データ等を解析評価し、大気輸送モデルを用
いたシミュレーションと組み合わせ地球規模での拡散挙動
を評価する。
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破損燃料等の核物質管理技術・手法の検討

目的および概要

福島第一原子力発電所内には大量の核物質が残
されているが、核物質管理の観点から、これらを如
何に対応するか（当面の措置、移送時の措置、長
期的な措置）今後、事業者、国、IAEAで検討が行
われるものと予想される。そこで、本検討に資する
ため、過去の原子炉事故における事例を調査・分
析するとともに、福島第一発電所における対処方
法について技術的な検討を行う。
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破損燃料等の核物質管理技術・手法の検討項目

• スリーマイルアイランド原発事故、チェルノブイリ原発事故における核物
質管理技術・手法の調査

• 福島第一発電所内核物質初期インベントリー評価

• アクセスパス（アクセスポイント）の推定解析

• 封じ込め・監視（Ｃ／Ｓ）手法検討

• 核物質管理方法（全体案）の策定（国・IAEAとの話合いに基づく「核物
質管理全体の基本概念、保障措置アプローチを策定）－再処理、保管
廃棄、処分、それぞれにおける保障措置上の取扱の検討を含む

• 使用済み燃料など無傷物(intact)と溶融固化物等の核物質マッピング：
ストラータ毎の核物質量推定

• デブリ中の核物質推定（他部署との連携による核物質濃度・同位体分析
・概要量の推定）

• デブリ移送搬出の検討（輸送方法、輸送時のMobileモニタリングなど）

• 再処理時等における測定（計量）－DA、NDA
(直接処分のケースでは、保障措置上の扱い）
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破損燃料等の核物質管理技術・手法検討の
今後の進め方

文部科学省、原子力安全・保安院、(財)核物質管理
センター、東京電力(株）等、関係機関と密接な情報
交換を実施しつつ、検討項目精査

過去の事故対応関係者/ＩＡＥＡを支援する米国DOE
担当者へのヒアリング

必要に応じて、日米協力（JAEA-USDOE)を実施
核物質等の把握に関しては、福島支援について関係
各部の専門性を最大限活用し、福島支援に関する今
後解決すべき中･長期的課題に戦略的に取り組む目
的で設立したJAEA内「福島支援本部」と連携し実施

4



TMI-2原発事故における核物質管理方法の調査

• TMI-2事故（1979.3.28）の核物質管理（事故後特定核物質（SNM)の計量管
理の認可）

 集合体のほとんどが健全性を保っていないことが判明し、デブリが炉心中に
散りばめられていること、燃料の一部はプラント内の他の様々な区域に蓄
積されていることから、通常のSNM計量管理手法は適用できず、新たな手
法が必要であるとの指摘。

 1982年6月：NRCがTMI-2燃料取り出しの計量ガイドラインを発表

 1983年3月：GPU（事業者）が炉心計量計画（健全燃料の詳細情報と破
損燃料及びデブリの推定重量を提供）をNRCに提出、1983年4月にNRC
が却下

 1985年2月： GPUが改定案（燃料取出し作業終了後に、入量と残留量
からSNMの計量を実施）を提示、NRC/DOEが概ね了承

 1985年8月：GPUは10CFR70.53（物質状態の報告）、 10CFR70.54（核物
質移送報告）、 10CFR70.51（ｄ）（物質収支インベントリ、記録の要求）の
免除を反映して炉心計量計画を発行

 1985年10月：NRCがTMI-2計量計画を認可。

J. J. Byne*, "Three Mile Island Unit 2 Licensing History," Nucl. Technol., vol.87, p. 683-689, 
1989
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TMI-2原発事故における核物質管理方法の調査

図 TMI-2炉心から採取した
デブリ情報

図 TMI-2炉心状況

J. J. Byne*, "Three Mile Island Unit 2 Licensing History," Nucl. Technol., vol.87, p. 683-689, 
1989 6



ＣｈNPP Unit4原発事故における核物質管理技術・手法の調査

 ＩＡＥＡが考案したサンプリングによるユニークなアプローチは、ＩＳＴＣが採取・保管
していたシェルターのサンプルから抜き取り、サイバーズドルフで分析するというも
の。これにより、サンプルに含まれる核物質の種類について独立に評価し、燃料
含有物の階層分類ができる。

 シェルターでは従来の計量管理は不可能であるため、IAEAは核物質防護と封じ
込め・監視（C／Ｓ）を組み合わせた保障措置アプローチを実施

 設計情報検認（DIV)は、シェルターの変更或いは新設の際にIAEAが適時性を持
って実施

 封じ込め・監視（C／Ｓ）の方法として次の

ようなもの検討

– 放射線監視システム（γ線および中性

子線検出器、NaI、3He）をシェルターの

主要なアクセスポイントを配置する。

– 放射線モニターと監視カメラシステムを

設置

B. Boyer (BNL) 他、”Technical Challenges in Implementation 
of Safeguards at Chernobyl Unit 4”(INMMに発表)
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ＣｈNPP Unit4 石棺と事故後の内部状況

参考文献
1) B. Boyer （BNL) 他、7th International  Conference on Facility Operations (Feb. 2004, Charleston)
2) B. Boyer (BNL) 他、”Technical Challenges in Implementation of Safeguards at Chernobyl Unit 4”(INMMに発表)
3) C. Carroll, “System Requirements Specification for the Chernobyl Shelter Unattended Monitoring System”, ISPO-

509 (May 2004)

チェルノブイリ4号炉
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ＣｈNPP Unit4原発事故における
核物質管理技術・手法の調査

B. Boyer (BNL) 他、”Technical Challenges in Implementation of Safeguards at Chernobyl Unit 
4”(INMMに発表)
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ＣｈNPP Unit4原発事故における核物質管理技術・手法の調査

B. Boyer (BNL) 他、”Technical Challenges in Implementation of Safeguards at Chernobyl Unit 
4”(INMMに発表) 10



福島第一発電所における核物質管理に関する当面の課題

• 処理・処分等における測定（計量）基盤的技術検討

計量管理・検認は、処理・処分の際には必要であるが、その
ための核物質測定技術につき、サンプルの溶解性（分析レベ
ル）等基盤的技術の検討の開始が必要

• アクセスパス（アクセスポイント）の推定解析

１号機建屋カバーが９月末までに完成する

計画があり、 その際にアクセスパスの把握

が必要

• 封じ込め・監視（Ｃ／Ｓ）手法検討

従来の計量管理は不可能であるため、核物質防護と封じ込
め・監視（C／Ｓ）を組み合わせた保障措置アプローチが必須
、そのための手法検討が必要

「建屋カバー」設置のため福島第１原発に陸揚げ
される鉄骨部材＝７月２６日（東京電力提供）
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福島第１原子力発電所事故による
地球規模での放射性核種拡散挙動評価

目的および概要

• 東日本大震災後に発生した福島第１原子力発電所事故におい
て、大量の放射性物質が環境中に放出された。

• この放射性物質は国内／周辺地域のみならず地球規模で拡
散しており、世界的にも懸念および関心を高めている。

• 2000年以降、包括的核実験禁止条約(CTBT)に係る国際検証
体制の一環として地球規模での放射性核種監視ネットワーク
の整備が進められており、ここから得られる実測データを利用
して日本の福島第一原発を発生源とする地球規模での放射性
核種の大気中拡散挙動を解析評価し、その世界的影響評価に
資するデータを得ることを目的として本事業を実施する。

12



実施内容

• CTBT国際監視制度（IMS）から得られるデータを用いて、地球規
模で拡散した福島起源の放射性核種の拡散挙動を評価する。

• 8月現在、粒子状放射性核種(ヨウ素／セシウム／テルル等)の観
測については60ヶ所、希ガス(131mXe、 133mXe 、 133Xe、 135Xe)の観
測については27ヶ所のIMS施設が稼働しており、このデータは毎
日、ウィーンの国際データセンター(IDC)を経由して各国に配信さ
れている。国内では、JAEA東海研究開発センター内に、こうした

世界中の放射性核種データを受信し解析評価する国内データセ
ンター(NDC)が設置されている。

• 本件では、これまでJAEAが実施してきたNDC機能を拡大し、IMS
の高分解能γ線スペクトルおよび希ガス用β－γ同時計数スペクト

ルの実測データを解析評価するとともに、大気輸送モデルを用い
たシミュレーションと組み合わせて地球規模での拡散挙動を評価
する。
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実施項目

実施項目

フェーズⅠ IMSデータの解析、基礎データ取得
大気輸送モデルの調査

フェーズⅡ 大気輸送モデルの改良・高度化(I)
世界的な被ばく線量評価

フェーズⅢ 大気輸送モデルの改良・高度化(II)
広域原子力災害モニタリングシステムへの適用可
能性調査

フェーズⅣ 可搬型高性能希ガス観測装置の導入（１～２台）
国内複数地点におけるデータ相関、バックグラウン
ド（放出源）解析と評価
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世界337カ所の観測所ネットワーク
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JAEAで開発したCTBT検証技術とJAEAの役割

粒子状核種用
γ線解析コード

希ガス用β-γ 解析コード

バックトラッキングによる
放出源推定解析

国際監視観測所ネットワーク
データベースシステム

JAEAの役割

核実験監視に係わる放射性核種
データの技術的解析評価

条約上、核実験の評価同定は各締
約国の責任で実施する

→ 国内の技術的評価機関
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希ガス観測所における133Xeの濃度推移
（福島第一原子力発電所事故以後）

北半球で均一化（4月上旬）

北半球を１周（3月下旬）

133Xeの半減期（5.24d）で減少

事故前の濃度まで減少（6月上旬）
南半球にも一部拡散

133Xeは1～3号機のインベントリ全量
（炉停止時1.2x1019Bq）が放出されたと
推定される
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大気輸送モデルによる拡散シミュレーション
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高感度の放射性核種（Xe）観測ネットワーク（案）
日本列島を南北にカバー

データセンター

追加観測候補地

既設観測所（高崎）

国外データも収集

大気（放射性核種）の流れ

可搬型Xe観測装置

データセンターにおける解析評価システム


